
※事務事業コード／ 0102010104 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 5121
事業名 04市民表彰事業
会　計 一般会計 款・項・目 020101一般管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
市勢の振興に寄与された方、又は市民の
模範と認められる功績があった方を表彰し
た。

市勢の振興に寄与された方、又は市民の
模範と認められる功績があった方を表彰し
た。

市勢の振興に寄与された方、又は市民の模範と認めら
れる功績があった方を表彰する。

目　的
（成果）

市勢の振興に寄与された方、又は市民の模範と認められる功績があった方に対し、その功績を称え感謝の意を表するとともに、さらなる活躍を期待する。

内　容
（概要）

各課に推薦を依頼し、かすみがうら市表彰規則に基づき表彰を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
平成２５年度
　表彰者数　４５名

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 117,946 一般財源 126,905 一般財源 155,000
その他 その他 その他

計 117,946 計 126,905 計 155,000
金額 うち臨時分

08 報償費 104,646 08 報償費 121,205 08 報償費 135,000
11 需用費 13,300 11 需用費 5,700 11 需用費 20,000

155,000 0
対・決 22.1 対・予 0155,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 155,000 H25当初予算額

決算額計 117,946 決算額計 126,905 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

5,630,000
総事業費 歳出+職員人件費 6,572,946 歳出+職員人件費 4,961,905 歳出+職員人件費 5,785,000

0.60 人工 4,835,000 職員人件費 0.73 人工人件費 職員人件費 0.80 人工 6,455,000 職員人件費

無 有

a-kamino
経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

表彰候補者数 市表彰規則、同施行規程の基準等に該当する個人又は団体の数
目標 30

目標
実績

30 30
実績 30 45

成果
指標

目標

目標
実績

実績

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
幅広い分野から市勢に対して功績のあった個人や団体を表彰すること
は、日頃の市勢貢献に感謝する機会であるため、さらに多くの候補者を募
る必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

表彰候補者(市民)に対して、漏れがないよう、日頃から候補者の把握に留
意する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

市民活動の模範として表彰することにより、住民意識の向上を図ることが出来る

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

職員から幅広い情報提供を促す。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

表彰規定の職員周知等により、漏れがないように努める。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

各課からの情報により、候補者を掌握し、その中から表彰を行った。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
各種団体で役職を辞められた方の職歴については、十分調査して推薦
するようにして下さい。かすみがうら市表彰規則、同施行規定の基準により幅広い分野からの表彰が可能なため。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田　忠 担当部名 市長公室
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0102010105 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 5417
事業名 05市長・副市長秘書業務事業
会　計 一般会計 款・項・目 020101一般管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
市長・副市長のスケジュール管理
支出基準に基づく交際費の支出
市長車の運転業務

市長・副市長のスケジュール管理
支出基準に基づく交際費の支出
市長車の運転業務

市長・副市長のスケジュール管理を行う。
支出基準に基づき交際費を支出する。
市長車の運転業務を行う。

目　的
（成果）

出席する行事等のスケジュールを管理し、市長・副市長の効率的な公務の執行の補助を行う。

内　容
（概要）

出席する会議、イベント、式典などの行事、また、面会の内容を把握し、市長・副市長のスケジュール調整をする。慶弔・会費等交際費の支出に関する経理的業務を行う。市長車
の運転業務を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 2,770,874 一般財源 2,646,276 一般財源 3,621,000
その他 その他 その他

計 2,770,874 計 2,646,276 計 3,621,000
金額 うち臨時分

09 旅費 319,861 09 旅費 203,765 09 旅費 273,000

11 需用費 92,301 11 需用費 76,910 11 需用費 105,000
10 交際費 833,212 10 交際費 884,551 10 交際費 1,800,000

19 負担金、補助及び交付金 1,525,500 19 負担金、補助及び交付金 1,481,050 19 負担金、補助及び交付金 1,443,000

3,621,000 0
対・決 36.8 対・予 -2.53,715,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 3,689,000 H25当初予算額

決算額計 2,770,874 決算額計 2,646,276 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

12,185,000
総事業費 歳出+職員人件費 15,680,874 歳出+職員人件費 14,735,276 歳出+職員人件費 15,806,000

1.50 人工 12,089,000 職員人件費 1.58 人工人件費 職員人件費 1.60 人工 12,910,000 職員人件費

無 有

n-inomata
keijou



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

調整件数 会議、面会などの行事を調整した件数
目標 1,200

目標
実績

1,200 1,200
実績 1,167 1,231

成果
指標

ホームページでの公表件数 市長日記、交際費支出状況を掲載した件数
目標 140

＊Ｈ25　市長日記45件、交際費134件
目標
実績

140 140
実績 143 179

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　行政需要の増大とともに、市長・副市長が出席する会議やイベント等の
行事も多くなってきているため、より効率的なスケジュール調整が必要で
ある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

各課との情報の共有化や相互の支援体制により、業務の平準化を図り、
より効率的な調整と管理を行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
　市長・副市長が効率的に公務が執行できる環境を整えることは、効率的な市政運営に結びつ
く。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

政策秘書課職員がそれぞれの事務に精通することにより、活動と成果に
ついてより一層の向上を目指す。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

効率的なスケジュール調整により、現状の成果を維持する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

　行政需要が増加する中で、市長・副市長の日程等の調整方法について、大きなトラブルもな
く、一定の成果は得られたものと思われる。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価と同様。　市政等の円滑化を図るため、また、守秘義務を伴う事項も多く含まれることから、業務を見直す

余地はない。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田　忠 担当部名 市長公室
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

→

目標

1

成果
指標

制度の周
知回数

補助金の
交付実績

実績

目標

(H25まで) (H26から)
ま ち づ く り
ファンド助成
事業補助金

2

1 1

2 1

2 0

指標名等

実績

地域振興グ
ループ等活
動支援補助
金

（参考）

地域振興グループ等育成補助金に
係る活動及び成果指標

H25H24

活動
指標

3,470,000
総事業費 歳出+職員人件費 4,444,476 歳出+職員人件費 3,253,592 歳出+職員人件費 10,388,000

0.40 人工 3,223,000 職員人件費 0.45 人工人件費 職員人件費 0.50 人工 4,034,000 職員人件費
（参考） H24当初予算額 496,000 H25当初予算額

決算額計 410,476 決算額計 30,592 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

6,918,000 0
対・決 22513.8 対・予 1202.8531,000 伸び率(％)

19 負担金、補助及び交付金 410,000 19 負担金、補助及び交付金 6,879,000
11 需用費 476 19 負担金、補助及び交付金 10,000 11 需用費 15,000

11 需用費 20,592 08 報償費 24,000

6,869,000

計 410,476 計 30,592 計 6,918,000
金額 うち臨時分

08 報償費 0

【特記事項】

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

地域づくり活動を積極的か
つ主体的に行うグループの運
営に対して補助金を交付する
制度（地域振興グループ等活
動支援補助金制度）を見直
し、新たに市民団体や特定非
営利活動法人（ＮＰＯ法人）に
よる魅力的で個性豊かなまち
づくり活動に対して補助金を
（まちづくりファンド助成事業
補助金）交付する制度を創
設。

一般財源 410,476 一般財源 30,592 一般財源 49,000
その他 その他 その他

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 共催

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

市政懇談会の開催
大好きいばらき県民運動の活動支援
地域振興グループ等活動支援補助金の
交付

市政懇談会の開催
大好きいばらき県民運動の活動支援
地域振興グループ等活動支援補助金の
交付
市民提案制度

市政懇談会の開催
大好きいばらき県民運動の活動支援
まちづくりファンド助成事業補助金の交付

目　的
（成果）

市民参画意識の向上と参加機会の拡充を図り、市民と行政による協働のまちづくりを進める。

内　容
（概要）

市政懇談会を開催し、市民参加のまちづくりを進めるための意見・提言をいただき、市政運営に反映させる。
魅力的で個性豊かなまちづくり活動を支援するため、市民団体や特定非営利活動法人が行う住民参加型まちづくり活動に対して補助金を交付する。

■事業費 (単位：円）

総合計画コード 5121
事業名 02市民参画事業
会　計 一般会計 款・項・目 020102広聴広報費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102010202 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
seikei



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
制度の市民周知及び浸透を図り、自主的市民活動を支援する。

多数の方が、参加し意見が出せるような工夫を検討する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田　忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

住民参加型まちづくりファンドの活用を図りながら、市民活動支援に取り
組む。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

市民活動の支援策を検討、実施していく。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
市民参加のまちづくりに向け、市民と行政の対話の機会づくりや意見提言の取り入れ、地域活
動の支援を引き続き行う必要がある。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

市民参加の仕組みづくり、市民参加意識の向上と機会の拡充を図る。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
意見提言に加えて、自主的な活動がさらに広がっていけば協働のまちづ
くりが進むものと思われる。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

― 1
実績 ― ―

100 100
実績 79 108成果

指標

市政懇談会参加者数 人／年 参加者数
目標 30

まちづくりファンド助成事業補助金交付
実績

件／年 地域づくり活動を行うグループ等に補助金を交付した件数
目標 ―

― 3
実績 ― ―

3 3
実績 ― 3活動

指標

市政懇談会の周知回数 広報誌への掲載、チラシの全戸回覧、ホームページへの掲載
目標 ―

まちづくりファンド助成事業制度の周知
回数

回／年 広報誌への掲載、ホームページへの掲載
目標 ―

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0102010203 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限

市民協働 共催 総合計画コード 5211
事業名 03男女共同参画推進事業
会　計 一般会計 款・項・目 020102広聴広報費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
普及啓発事業への参加
市民意識啓発のためのセミナー開催
平成２５年度以降の計画策定

普及啓発事業への参加
市民意識啓発のための講演会開催
男女共同参画計画の進行管理

普及啓発事業への参加
市民意識啓発のための講演会開催
男女共同参画計画の進行管理

目　的
（成果）

男女共同参画社会の実現を目指し、男女共同参画に関する取り組みを総合的かつ効果的に推進する。

内　容
（概要）

「市男女共同参画計画」により普及啓発事業を行い、市民意識の啓発に努める。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
H25年度実績

男女共同参画講演会
・期日　H25.11.23（土）
・会場　あじさい館
・内容
第１部　「ハーモニーフライトいば
らき活動報告」

第２部　講演会「男女共同参画の
視点での防災対策」

参加者　77名

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 254,299 一般財源 87,736 一般財源 151,000
その他 その他 その他

計 254,299 計 87,736 計 151,000
金額 うち臨時分

08 報償費 238,000 08 報償費 50,000 08 報償費 130,000

12 役務費 15,750
11 需用費 16,299 11 需用費 21,986 11 需用費 21,000

151,000 0
対・決 72.1 対・予 -42.4262,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 422,000 H25当初予算額

決算額計 254,299 決算額計 87,736 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

1,542,000
総事業費 歳出+職員人件費 3,481,299 歳出+職員人件費 4,116,736 歳出+職員人件費 1,693,000

0.50 人工 4,029,000 職員人件費 0.20 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

無 有

n-inomata
seikei



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

男女共同参画普及啓発事業への参加 回／年 各種フォーラム、セミナー等への参加件数
目標 7

目標
実績

5 5
実績 2 4

成果
指標

講演会参加者数 人 男女共同参画普及啓発のための講演会等への参加者数
目標 60

目標
実績

100 100
実績 74 77

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
第２次男女共同参画計画に基づき、効果的な事業実施に努める必要が
ある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

議会や検討委員会等に女性を登用するよう関係各課に依頼する必要が
ある。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
社会情勢の変化のなかで、男女がお互いに人権を尊重し個性と能力を発揮することができる男
女共同の社会づくりが重要で普及啓発が必要である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

第２次男女共同参画計画に基づき、引き続き男女共同参画社会を推進し
ていく。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

女性の参画について改善を図る。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

男女共同セミナーを開催するなど普及啓発に努めた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
市関係の各委員会や団体役員の女性登用について、内部周知の徹底を
図る。第２次男女共同参画計画に基づき、推進に取り組んでいく。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0102010204 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限

市民協働 共催 総合計画コード 4114
事業名 04都市交流事業
会　計 一般会計 款・項・目 020102広聴広報費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
板橋区との産業、文化等の交流
各分野で行われいてる交流の総合調整

板橋区との産業、文化等の交流
各分野で行われいてる交流の総合調整

板橋区との産業、文化等の交流
各分野で行われいてる交流の総合調整

目　的
（成果）

市外の地域や団体との産業、文化などの交流を通じて、相互が情報を交換し理解を深めることで市民生活や経済活動などの向上に努める。

内　容
（概要）

東京都板橋区との交流を図る。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 10,704 一般財源 2,000 一般財源 6,000
その他 その他 その他

計 10,704 計 2,000 計 6,000
金額 うち臨時分

09 旅費 6,000 09 旅費 2,000 09 旅費 3,000

14 使用料及び賃借料 0
11 需用費 4,704 11 需用費 0 11 需用費 3,000

6,000 0
対・決 200.0 対・予 -79.329,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 55,000 H25当初予算額

決算額計 10,704 決算額計 2,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

1,696,000
総事業費 歳出+職員人件費 1,623,704 歳出+職員人件費 1,613,000 歳出+職員人件費 1,702,000

0.20 人工 1,611,000 職員人件費 0.22 人工人件費 職員人件費 0.20 人工 1,613,000 職員人件費

無 有

n-inomata
keijou



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

連絡調整会議の開催 回／年 会議の開催回数
目標 1

目標
実績

1 1
実績 1 1

成果
指標

相手方の行事への参加件数 回／年 行事への参加回数
目標 2

目標
実績

2 2
実績 1 1

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
双方行事に参加することで、交流する機会を増やし市のピーアールと活
性化が図れる。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

連絡調整会議を開催し、今後の交流について検討して行く。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
防災や産業、教育など、各担当が事業を実施している。引き続き、市民生活や経済活動の向上
に向けた取り組みを検討し、実施して行く。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

都市交流を推進し、市のPRと産業の活性化を図る。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

引き続き都市交流の推進を図っていく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

板橋区民祭りに参加し交流を図ることができた 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価と同様。

各課の交流活動の把握と連携を図ることで，更なる充実が見込まれる。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-
4,087,000

総事業費 歳出+職員人件費 3,232,096 歳出+職員人件費 3,227,254 歳出+職員人件費 4,094,000
0.40 人工 3,223,000 職員人件費 0.53 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 8,000 H25当初予算額
決算額計 5,096 決算額計 4,254 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

7,000 0
対・決 64.6 対・予 -12.58,000 伸び率(％)

12 役務費 0 12 役務費 190 12 役務費 1,000

計 5,096 計 4,254 計 7,000
金額 うち臨時分

11 需用費 5,096 11 需用費 4,064 11 需用費 6,000

一般財源 5,096 一般財源 4,254 一般財源 7,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

文書やメールにより意見・提言を受け回
答、ＨＰへの掲載も実施。
春秋の行政相談週間に行政相談員が相
談所を開設。

提案用紙やホームページによる意見・提言
の聴取
行政相談員の相談所を啓発期間に開設

提案用紙やホームページによる意見・提言の聴取
行政相談員の相談所を啓発期間に開設

目　的
（成果）

市民生活の安定や地域の課題解決について広く意見を聴取し、開かれた市政の展開を目指す。

内　容
（概要）

市民提案制度により、まちづくりについての意見・提言をいただき市政運営に反映する。
行政相談所を開設し、住民からの国・県などへの行政サービスに関連する苦情、行政の仕組みや手続きに関する問い合わせに対応する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5312
事業名 06広聴事業
会　計 一般会計 款・項・目 020102広聴広報費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102010206 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
市民が利用しやすくなるよう、行政相談所の開設日時や場所を工夫して
下さい。

提案、行政相談ともに件数が少なく、苦情や要望の増加は見られないが、市の発展に向けて制
度の周知に努めていく。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

市民提案制度の改善に努める。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

市民提案制度の周知や行政相談所の開設、紹介について目標とした活動が実施できた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

引き続き、広報誌やホームページ等で市民提案制度や行政相談活動を
紹介していく。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

市民の意見を広く聴く制度と法に基づく行政相談であり、引き続き取り組む必要がある。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

市民提案に対する回答と市政への反映に努める。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 周知、広報を継続して行う必要がある。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

6 6
実績 0 1

10 10
実績 1 2成果

指標

市民提案数 件／年 文書、メールによる市民からの提案件数
目標 20

行政相談数 件／年 相談件数
目標 6

2 2
実績 2 2

2 2
実績 1 2活動

指標

市民提案制度の周知 回／年 広報誌等での周知数
目標 2

行政相談活動内容の紹介 回／年 委員や活動内容を広報誌やホームページで紹介した回数
目標 2

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-
2,082,000

総事業費 歳出+職員人件費 3,716,450 歳出+職員人件費 2,050,450 歳出+職員人件費 2,512,000
0.20 人工 1,611,000 職員人件費 0.27 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 500,000 H25当初予算額
決算額計 489,450 決算額計 439,450 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

430,000 0
対・決 -2.2 対・予 -14500,000 伸び率(％)

計 489,450 計 439,450 計 430,000
金額 うち臨時分

12 役務費 489,450 12 役務費 439,450 12 役務費 430,000

一般財源 489,450 一般財源 439,450 一般財源 430,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

土浦記者クラブに対し、行事・イベント等の
市政情報について、市長発表(記者会見)
や新聞特集、FAXによる投げ込み等により
提供した。

土浦記者クラブに対し、行事・イベント等の
市政情報について、市長発表(記者会見)
や新聞特集、FAXによる投げ込み等により
提供した。

土浦記者クラブに対し、行事・イベント等の市政情報に
ついて、市長発表(記者会見)や新聞特集、FAXによる
投げ込み等により提供する。

目　的
（成果）

新聞、テレビ等の報道機関を通じて、市の情報を広くPRすることにより、市民の市政に対する関心を高める。

内　容
（概要）

土浦記者クラブに対し、行事・イベント等の市政情報について、市長発表(記者会見)や新聞特集、FAXによる投げ込み等により提供を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5311
事業名 08報道機関への情報提供事業
会　計 一般会計 款・項・目 020102広聴広報費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102010208 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価と同様。　市長記者会見を毎月１回の定例として開催したり、または、提供する行政情報があるときに、即

時に開催するなど、回数を増やすことなども考えられる。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

引き続き報道機関との連絡調整にあたる。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

行政への市民の関心を集める役割は果たしていると思われる。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

　報道機関を通じた客観的な情報は市民の信頼度が高いため、記者クラ
ブへ積極的にFAXによる投げ込みを行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
日ごとに変わり行く社会情勢の中で、行政情報をより多く求められるようになってきており、市長記者会見
やFAX等の投げ込みにより新聞等へ記事が掲載されることは、市民の関心を高められると思われる。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

各課との連携を深め、投げ込みできるソースを集めやすいような体制づく
りに取り組む。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
記者会見の回数を増やすとすれば、さらに多くの提供情報量を集める必
要がある。しかし、回数を増やすと、１回に参加する記者の数が少なくなる
可能性がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

200 200
実績 201 187成果

指標

新聞等への掲載件数
各新聞へ掲載された件数（交通事故、事件、投稿、スポーツ記録等は除
く）

目標 60

目標

50 50
実績 42 39

5 5
実績 8 5活動

指標

市長記者会見開催回数 市長記者会見を開催した回数
目標 5

報道機関への市政情報提供回数 新聞特集、FAX等を使用したイベントや市政情報の提供件数
目標 50

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
7,172,000

総事業費 歳出+職員人件費 32,363,460 歳出+職員人件費 25,586,403 歳出+職員人件費 27,845,000
0.60 人工 4,835,000 職員人件費 0.93 人工人件費 職員人件費 0.80 人工 6,455,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 24,438,000 H25当初予算額
決算額計 25,908,460 決算額計 20,751,403 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

20,673,000 0
対・決 -0.4 対・予 28.316,114,000 伸び率(％)

19 負担金、補助及び交付金 10,206,000 19 負担金、補助及び交付金 5,030,000 19 負担金、補助及び交付金 4,645,000
13 委託料 6,047,500 13 委託料 6,034,500 13 委託料 6,125,000
12 役務費 14,960 12 役務費 14,960 12 役務費 16,000
11 需用費 5,000 11 需用費 3,943 11 需用費 5,000
09 旅費 30,000 09 旅費 28,000 09 旅費 32,000

計 25,908,460 計 20,751,403 計 20,673,000
金額 うち臨時分

01 報酬 9,605,000 01 報酬 9,640,000 01 報酬 9,850,000

一般財源 25,908,460 一般財源 20,751,403 一般財源 20,673,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
文書配布業務を行政区・自治会へ委託
行政区からの要望を随時受付け回答
地域集会施設整備への補助を実施

文書配布業務を行政区・自治会へ委託
行政区からの要望を随時受付け回答
地域集会施設整備への補助を実施

文書配布業務を行政区・自治会へ委託
行政区からの要望を随時受付け回答
地域集会施設整備への補助を実施

目　的
（成果）

行政区や区長会の円滑な運営のため、住民自治の振興を図るとともに市と市民の連携を推進する。

内　容
（概要）

行政区長を通じて市との連絡並びに情報交換を行い、市との連携を図る。地域の課題、住民の要望事項の集約と実現のため、要望を受付け回答する。また、行政区が主体的に
地域集会施設を整備する場合に市が補助を行うことにより地域社会の進展に寄与する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
●平成25年度
・自治総合センターコミュニティ助
成事業（宝くじ助成事業）
　逆西七区（夏祭り備品整備）
　　総事業費　2,523,600
　　補助金額　2,500,000
　逆西十区（夏祭り備品整備）
　　総事業費　2,730,000
　　補助金額　2,500,000

●平成26年度
・自治総合センターコミュニティ助
成事業（宝くじ助成事業）
　戸崎区　（山車整備）
　　総事業費　3,259,440
　　補助金額　2,500,000
・市地域集会施設整備費補助金
　逆西10区集会施設建設
　　総事業費　9,230,760
　　補助金額　4,615,000

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政の関与 総合計画コード 5111
事業名 02自治振興事業
会　計 一般会計 款・項・目 020110自治振興費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102011002 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
seikei



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
各行政区からの要望は、関係各課調整の上早期回答に努められたい。回覧や配達方法、行政区の規模などについて、区長会等をとおして更なる円滑化を検討してい

く。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

要望への対応などに市としての明確な方針で臨めるよう精緻化していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

市からの連絡事項の周知伝達を図るとともに、地域要望事項の聞き取りを行うことができた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

各課と調整し、要望から回答までの進行管理を的確に行う。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
区や区長は、地域内のコミュニティを高めるために自主活動などを行っており、地域生活の向上
と住民自治の推進、行政運営の円滑化などに大きな役割を担っている。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

行政区の充実を目指し改善点を検討して行く。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 各行政区からの要望が多く、回答や進捗の管理に注意が必要である。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

0 2
実績 5 2

100 100
実績 100 100成果

指標

行政区からの要望に対する回答の割合 ％ 市からの回答件数／行政区からの要望件数
目標 100

地域集会施設整備等補助件数 件／年 補助金交付件数
目標 3

実績

24 24
実績 24 24活動

指標

市からの文書配布 回／年 広報誌や市からのお知らせ等の文書配布回数
目標 24

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-
1,696,000

総事業費 歳出+職員人件費 1,613,000 歳出+職員人件費 1,661,000 歳出+職員人件費 1,796,000
0.20 人工 1,611,000 職員人件費 0.22 人工人件費 職員人件費 0.20 人工 1,613,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 0 H25当初予算額
決算額計 0 決算額計 50,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

100,000 0
対・決 100.0 対・予 -50200,000 伸び率(％)

計 0 計 50,000 計 100,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 50,000 19 負担金、補助及び交付金 100,000

一般財源 0 一般財源 50,000 一般財源 0
その他 その他 その他 100,000

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 海外派遣への参加補助を実施 海外派遣への参加補助を実施 海外派遣への参加補助を実施

目　的
（成果）

市民が主体となった国際交流を支援することで、外国人を含めた市民同士の相互理解の構成と国際感覚あふれる人材を育成する。

内　容
（概要）

市民が行う国際交流及び海外派遣研修に参加する市民に対し、補助金を交付する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
平成２５年度
　・ハーモニーフライト いばらき
2013 研修 １名参加〔研修国：ス
ウェ―デン、フランス〕

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 共催 総合計画コード 3421
事業名 02国際交流事業
会　計 一般会計 款・項・目 020113諸費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102011302 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
seisaku



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
国際交流に興味を持っていただくため、広報誌やホームページで周知
し、市民の方が参加しやすい環境づくりに努められたい。国際交流団体の設立を支援するなどして、新たな啓発を検討する必要がある。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

引き続き実施することとしたいので、周知に努める。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

ホームページ等で補助制度の周知を行い、１件の申請があり、国際的な人材育成に繋がった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 担当課名 政策秘書課

国際交流推進組織の設立を目指すとともに、地域住民の異文化に対する
理解、コミュニケーションを高める事業を計画する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
地域生活や職場で国際化の流れが進むなか、国際的な感覚を持ち国際社会を理解できる人材
を育成することが必要である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

地域住民の異文化理解の向上と国際的な人材の育成を図り、多文化共
生のまちづくりを推進する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
市内の外国人居住者が増加するなかで、多文化共生の地域づくりが課題
となっている。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

4 2
実績 0 1成果

指標

補助金の交付件数 件／年 団体又は個人から補助金の申請を受け交付した件数
目標 4

目標

実績

2 2
実績 ― 1活動

指標

補助金制度周知回数 件／年 広報誌掲載１回、ホームページ掲載１回
目標 ―

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-
1,696,000

総事業費 歳出+職員人件費 5,910,684 歳出+職員人件費 2,866,263 歳出+職員人件費 1,753,000
0.30 人工 2,417,000 職員人件費 0.22 人工人件費 職員人件費 0.60 人工 4,841,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 1,419,000 H25当初予算額
決算額計 1,069,684 決算額計 449,263 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

57,000 0
対・決 -87.3 対・予 -91.6678,000 伸び率(％)

19 負担金、補助及び交付金 298,000
14 使用料及び賃借料 116,305
12 役務費 42,000
11 需用費 150,379
09 旅費 161,000 19 負担金、補助及び交付金 290,000
08 報償費 50,000 11 需用費 7,263

計 1,069,684 計 449,263 計 57,000
金額 うち臨時分

01 報酬 252,000 01 報酬 152,000 19 負担金、補助及び交付金 57,000

一般財源 1,069,684 一般財源 449,263 一般財源 57,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
結婚相談委員会の運営、情報交換会・視
察研修・カップリングパーティーの開催
石岡地方結婚相談所事務

結婚相談委員会の運営、情報交換会開催
石岡地方結婚相談所事務、結婚支援事業
の終了後の方向性づけ（完了）

いばらき出会いサポートセンター負担金

目　的
（成果）

若者の生活の多様化による晩婚化や少子化、人口減少が大きな社会問題となっており、それらを地域で解決する一助として事業を実施する。

内　容
（概要）

いばらき出会いサポートセンターの有効活用を図る。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
平成２５年１２月、石岡地方結婚
相談所から退会。結婚相談員の
任期が平成２６年３月３１日まで
のため、その後は相談員を任用し
ない。平成２６年度からは「いばら
き出会いサポートセンター」の有
効活用を図る。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 共催
総合計画コー

ド
3211

事業名 05結婚支援事業
会　計 一般会計 款・項・目 020113諸費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102011305 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価と同様。

市単独ではなく、広域的に取り組むことも視野に入れる必要がある。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

県機関の活用を推進していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

若者の生活の多様化に対応すべく、効果の高い事業の実施が困難となっている。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

いばらき出会いサポートセンターを有効活用していく。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

平成２５年度末を持って、一部事業廃止。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

いばらき出会いサポートセンター推進事業や民間のカップリングパーティ
等の各種情報を、広報誌やホームページ等に掲載し、結婚希望者へ周
知する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
現在の若者の生活の多様化に対応すべく、効果の高い事業を実施する
には、広域的な取組み等の検討が必要である。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

3 -
実績 5 -

― -
実績 56 ― -成果

指標

カップリングパーティー等の参加者数 人／年
目標 60

相談者数 人／年
目標

1 -
実績 1 -

― -
実績 2 ― -活動

指標

カップリングパーティー等の回数 回／年 パーティ、セミナー等の開催回数
目標 3

結婚相談所の開設 回／年
目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
5,398,000

総事業費 歳出+職員人件費 0 歳出+職員人件費 0 歳出+職員人件費 11,398,000
人工 0 職員人件費 0.70 人工人件費 職員人件費 人工 0 職員人件費

（参考） H24当初予算額 0 H25当初予算額
決算額計 0 決算額計 0 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

6,000,000 0
対・決 皆増 対・予 皆増0 伸び率(％)

13 委託料 5,812,000
11 需用費 40,000

計 0 計 0 計 6,000,000
金額 うち臨時分

09 旅費 148,000

一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0
その他 その他 その他 6,000,000

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
『沖縄自然子ども探検隊』の実施
『映画「天心」上映会』の実施

目　的
（成果）

かすみがうら市誕生１０周年記念事業として『沖縄自然子ども探検隊』、『映画「天心」上映会』を実施する。

内　容
（概要）

沖縄自然子ども探検隊として、沖縄県座間味村へ市内小学５・６年生２４名を派遣し、自然体験や海洋体験、歴史教育などを学ぶ。また、市内３中学校にて映画「天心」上映会を実
施。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 9999
事業名 06かすみがうら市誕生１０周年記念事業
会　計 一般会計 款・項・目 020113諸費 新規／継続

（事業区分１）
新規

※事務事業コード／ 0102011306 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
seisaku



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
記念事業ではあるが、沖縄自然子ども探検隊の参加者にアンケート調査
等を行い、体験型継続事業の可能性を検討する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

教育部門での事業の可能性について、協議していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

24
実績成果

指標

「沖縄自然子ども探検隊」 参加者数 「沖縄自然子ども探検隊」に参加した小学校5・6年生
目標

目標

実績

30
実績活動

指標

「沖縄自然子ども探検隊」 応募者数 「沖縄自然子ども探検隊」に応募した小学校5・6年生
目標

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-

※事務事業コード／ 0102010702 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 5415
事業名 02企画調整事業
会　計 一般会計 款・項・目 020107企画費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
総合計画「実施計画」策定
事務事業評価の実施・公表
事業仕分けの実施

総合計画「実施計画」策定
事務事業評価の実施・公表
事業仕分けの実施

総合計画「実施計画」策定
事務事業評価の実施・公表
事務事業評価システムの構築
空き家バンクの登録事務等
筑波山地域ジオパーク推進への取組み

目　的
（成果）

総合計画に基づく行政活動の結果を、行政評価制度により検証しながら、成果を重視した政策主導型の行政運営への転換を図る。マネジメントサイクルに基づく経営感覚のある
行政運営の実現を目指す。行政評価の結果を公表し、どのような成果を市民にもたらしたか説明することにより、透明性の高い行政運営を実現する。

内　容
（概要）

①総合計画「実施計画」の策定　②行政評価の実施・公表・活用

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
○工事請負費（H25年度）
・施設誘導サイン改修
　　　　　　　　　　　　　1,024,012円
・中学校統合によるサイン記名改修
　　　　　　　　　　　　　　525,000円
○委託料
H24年度、H25年度は事業仕分け
実施による委託料決算額、H26年
度の委託料は評価システム構築に
よる計上。
○使用料及び賃借料
上記システム構築後の使用料
20,000円/月（税抜き）
○H26年度　（6月補正）
移住・交流による地域活性化支援
事業　補助率10/10
歳入1,562千円
歳出
・ホームページ作成及びPRチラシ
作成委託
・セミナー（先進地視察）
・広告料等

○筑波山地域ジオパーク推進協議
会は、本市のほか土浦市、石岡市、
笠間市、つくば市及び桜川市の６
市並びに筑波大学、筑波山神社宮
司、(独)産総研の３団体で構成。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 2,250,685 一般財源 3,461,020 一般財源 1,983,000
その他 その他 その他

計 2,250,685 計 3,461,020 計 1,983,000
金額 うち臨時分

08 報償費 40,000 09 旅費 190,850 08 報償費 40,000

11 需用費 104,710 12 役務費 90,909 11 需用費 50,000
09 旅費 7,000 11 需用費 81,499 09 旅費 256,000

13 委託料 1,086,750 15 工事請負費 1,549,012 13 委託料 648,000
12 役務費 82,225 13 委託料 771,750 12 役務費 22,000

19 負担金、補助及び交付金 837,000
19 負担金、補助及び交付金 930,000 19 負担金、補助及び交付金 777,000 14 使用料及び賃借料 130,000

1,983,000 0
対・決 -42.7 対・予 -72,133,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 3,056,000 H25当初予算額

決算額計 2,250,685 決算額計 3,461,020 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

5,398,000
総事業費 歳出+職員人件費 36,946,685 歳出+職員人件費 20,386,020 歳出+職員人件費 7,381,000

2.10 人工 16,925,000 職員人件費 0.70 人工人件費 職員人件費 4.30 人工 34,696,000 職員人件費

無 有

n-inomata
seikei



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

事務事業シートの作成件数 件 各事務事業の担当課において作成する事務事業シートの数
目標 382

実施計画の策定 回 総合計画における翌３年度の事業計画の策定
目標 1 1 1
実績 1 1

388 390
実績 429 406

成果
指標

事務事業シートの公表件数 件 公表する事務事業（評価）シートの数
目標 382

目標
実績

388 390
実績 429 406

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

事業は毎年計画通り実施し、指標のとおり実績は出ているが、それが事
業の見直しや改善、休廃止等の判断に直結しているとは言えない状況で
ある。今年度財務システムと連携したシステム構築を予定しているが、そ
の際に、評価すべき事業の選択をしていく必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田茂 担当課名 政策秘書課

引き続き、事業評価を実施していく。その結果が、次年度以降の事業調
整につながるよう、システム導入に伴い再編・整理を行うための仕組みを
構築する必要がある。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
限られた経営資源を効率的に配分し、効果的な事務事業を執行していくためには、必要な事業
である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

行政評価の作業を通じ、行政活動のプロセスにおけるマネジメントサイク
ルを確立していく。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

今年度に改善・着手する新しい事業があり、継続を念頭に推進する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事務事業シートを監査や議会の資料として活用していることもあり、活動指標は目標どおりであ
るが、評価事業の選別をしていく必要がある。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
引き続き空き家バンクの制度周知を図る。行政評価や目標管理を軸とした事業の進捗等の管理を行うために、事務事業シートのシステム

化に取り組む。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額
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※事務事業コード／ 0102010705 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限

市民協働 行政の関与 総合計画コード 1214
事業名 05公共交通対策事業
会　計 一般会計 款・項・目 020107企画費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

市公共交通会議事業
　・デマンド型乗合タクシーの運行
　・土浦駅シャトルバスの運行（H24.5廃）
　・霞ヶ浦広域バスの運行補助（H24.6～）

市公共交通会議事業
　・デマンド型乗合タクシーの運行
　・霞ヶ浦広域バスの運行（沿線３市から補
助）
　・利用者等アンケートの実施

市公共交通会議事業
　・デマンド型乗合タクシーの運行
　・霞ヶ浦広域バスの運行（沿線３市から補助）
　・地域公共交通網形成計画の策定

目　的
（成果）

移動手段を持たない市民の公共交通の確保による生活圏の拡大、生活利便性の向上を図る。
市内全域を対象とし、より効率的で利便性が高く、将来的に持続可能な交通システムを構築する。

内　容
（概要）

市公共交通会議において、デマンド型乗合タクシーの運行（霞ヶ浦地区２台・千代田地区１台の区域運行）、霞ヶ浦広域バスの運行（補助）を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
運行事業者に対する国庫補助金
の交付時期の都合上、市から同
会議への負担金は、年度当初に
当該補助金分を含めて交付し、
年度末（出納閉鎖期間）に当該補
助金分を含めて当年度事業費を
清算し、残金については、同会議
から市へ返戻する処理としてい
る。

H25年度
　当初予算39,199,000円
　実績に基づく市への戻入
　　　　　　 13,480,376円

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 35,120,871 一般財源 25,738,624 一般財源 12,221,000
その他 その他 その他 27,041,000

計 35,120,871 計 25,738,624 計 39,262,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 35,120,871 19 負担金、補助及び交付金 25,738,624 19 負担金、補助及び交付金 39,262,000

39,262,000 0
対・決 52.5 対・予 0.139,219,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 44,607,000 H25当初予算額

決算額計 35,120,871 決算額計 25,738,624 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

3,856,000
総事業費 歳出+職員人件費 46,819,871 歳出+職員人件費 34,603,624 歳出+職員人件費 43,118,000

1.10 人工 8,865,000 職員人件費 0.50 人工人件費 職員人件費 1.45 人工 11,699,000 職員人件費

無 有

n-inomata
seikei



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

公共交通のＰＲ回数 回／年度 広報誌やチラシ等による利用促進のＰＲ回数
目標 5

利用者等アンケートの実施 回／年度
目標 - 1 1
実績 - 1

5 5
実績 4

成果
指標

乗合タクシー利用者数 人／年度
平成26年度目標値
＝（平日241日×8便＋土曜日50日×5便）×3台×1便利用者目標3人

目標 14,500

霞ヶ浦広域バス利用者数 人／年度
平成26年度目標値＝365日×5往復（10便）×1便利用者目標8人
※平成24年5月までは、シャトルバス利用者数

目標 15,000 21,900 29,200
実績 17,885 21,498

19,600 19,600
実績 13,693 13,106

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

乗合タクシーについては平成24年度からの料金見直しにより受益者負担
割合が低下しており、路線バスや営業タクシーと比較し、運行時間・運賃
設定を再検討する必要がある。また、霞ヶ浦広域バスに関しては、今後の
土浦協同病院の移転開院を踏まえた対応も考える必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

必要に応じ乗合タクシーの運行時間帯の見直し、霞ヶ浦広域バスの運行
ダイヤ・新たな運行経路の再検討を行う。
平成27年度以降の運行について再検討し、それに応じ、新たな地域公共
交通網形成計画の策定を行う。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
特に旧霞ヶ浦町地区では民間バス路線が廃止されたことにより、移動手段を持たない交通弱者に影響が
出ている。これからの少子高齢化社会において、公共交通の充実は欠かせないものとなっている。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

市実施事業ばかりでなく、民間バス路線等も含めて、公共交通の存在意
義を高めていく必要がある。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

次年度からは、特定財源がなく一般財源のみとなることから、デマンド型
乗り合いタクシーの大幅な見直しによる改善が必要である。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

利用者数の目標はおおむね達成しているが、収支率の改善が必要といえる。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
交通弱者解消と公共交通利用者拡大に努める。特に乗合タクシーについては受益者負担の適正化、霞ヶ浦広域バスについては利用者数の向

上が必要と考えられる。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額

5
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※事務事業コード／ 0102010706 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限

市民協働 行政主体
総合計画コー

ド
1214

事業名 06ふるさと市民事業
会　計 一般会計 款・項・目 020107企画費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

・ふるさと市民登録事務
・制度の拡大に向けたＰＲ
・ふるさと大使の委嘱と活動支援
・ふるさと応援寄附金謝礼

・ふるさと市民登録事務
・制度の拡大に向けたＰＲ
・ふるさと大使の委嘱と活動支援
・ふるさと応援寄附金謝礼

・ふるさと市民登録事務
・制度の拡大に向けたＰＲ
・ふるさと大使の委嘱と活動支援
・ふるさと応援寄附金謝礼

目　的
（成果）

本市に対して愛着心を抱いていただいている方々との間で「ふるさと市民」というかたちの絆を結び、さまざまな分野で支援をいただきながら交流人口を増やし、地域の産業の活性
化を図る。

内　容
（概要）

市外在住者を対象に、ふるさと市民として登録いただき、市は、登録者に対して情報や特典・サービスを行うこととし、登録者は本市とのつながりを大事にしていただく。また、登録
者の中から、ふさわしい方をふるさと大使に任命し、市のＰＲや制度の拡大活動に努めていただく。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 785,420 一般財源 543,264 一般財源 691,000
その他 その他 その他 1,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称
計 785,420 計 543,264 計 692,000

金額 うち臨時分
08 報償費 126,800 08 報償費 142,300 08 報償費 179,000
09 旅費 24,000 09 旅費 8,000 09 旅費 40,000

12 役務費 46,763 12 役務費 56,529 12 役務費 57,000
11 需用費 587,857 11 需用費 336,435 11 需用費 416,000

（参考） H24当初予算額 959,000 H25当初予算額
決算額計 785,420 決算額計 543,264 予算現額計 692,000 0

対・決 27.4 対・予 -13.7802,000 伸び率(％)
3,239,000

総事業費 歳出+職員人件費 9,660,420 歳出+職員人件費 6,184,264 歳出+職員人件費 3,931,000
0.70 人工 5,641,000 職員人件費 0.42 人工人件費 職員人件費 1.10 人工 8,875,000 職員人件費

第 23回 か す み
がうらマラソン兼
国際盲人マラソ
ンかすみがうら
大会（土浦市川
口）

H25.4.21

制度拡大に向けたＰＲ活動実績
開催日 ｲﾍﾞﾝﾄ名(場所)

件数 金額

(単位：件、千円)

平成21年度 5 1,164

2013かすみがう
らエンデューロ
（歩崎公園）

H25.10.12

第9回かすみが
うら祭（第1常陸
野公園）

H25.11.3

ふるさと応援寄附状況（年度別）

平成24年度 7 1,390
平成25年度 13 2,021

平成22年度 3 1,010
平成23年度 7 1,850

無 有

n-inomata
seisaku



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

ふるさと便りの発行 回 ふるさと市民やふるさと大使に対し、市の情報を発信する。
目標 4

茨城県人会連合会主催親睦会でのＰＲ 回
茨城県出身者が一同に会する機会を利用し、制度のＰＲや支援団体の勧
誘を行う。

目標 2 2 2
実績 2 2

4 4
実績 4 4

成果
指標

ふるさと応援団体の登録数 団体
市内農産物等の取引による地域活性化を図るためスケールメリットのある
団体会員を勧誘する。

目標 5

ふるさと市民登録者数 人 登録人数を増やし、交流人口の増加を図る。
目標 500 300 300
実績 318 282

3 2
実績 4 0

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

・既登録者との交流（当市は訪問）を深める取り組みや団体の登録等によ
る経済効果につながる仕組みづくりが必要となっている。
・目的達成のためには、観光部門や経済効果に関する担当部門との連携
し、制度全体の見直しが必要である。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

平成23年度に作成した推進指針（第1次推進プラン）に沿い、３つの柱とし
て掲げた事業（①ふるさと市民の満足度を上げる事業、②ふるさと市民の

登録を拡大する事業、③在住市民や事業者と連携する事業）の見直しを
図る。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

平成23年度に作成した推進指針（第1次推進プラン）に沿い、ふるさと大
使との連携強化を推進しながら、地域の活性化や経済効果を誘導す
る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

ふるさと大使とふるさと応援寄附を中心とした事業に見直しを図る。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価同様。　具体的な地域活性化（観光客・経済効果等）の把握が難しい。

　観光部門や経済効果に関わる部門との更なる連携等が必要である。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田　忠 担当部名 市長公室
確認 確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-
8,869,000

総事業費 歳出+職員人件費 8,971,780 歳出+職員人件費 21,175,013 歳出+職員人件費 9,233,000
2.10 人工 16,925,000 職員人件費 1.15 人工人件費 職員人件費 1.10 人工 8,875,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 67,000 H25当初予算額
決算額計 96,780 決算額計 4,250,013 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

364,000 0
対・決 -91.4 対・予 -91.54,286,000 伸び率(％)

19 負担金、補助及び交付金 4,000,000
19 負担金、補助及び交付金 30,000 14 使用料及び賃借料 148,048
14 使用料及び賃借料 18,916 11 需用費 13,460
11 需用費 7,304 09 旅費 44,505 14 使用料及び賃借料 176,000
09 旅費 6,560 08 報償費 44,000 11 需用費 11,000

計 96,780 計 4,250,013 計 364,000
金額 うち臨時分

08 報償費 34,000 01 報酬 0 08 報償費 177,000

一般財源 96,780 一般財源 4,250,013 一般財源 364,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
集中改革プランの進行管理、行政改革懇
談会の開催、お客様アンケートの実施

集中改革プランの進行管理、行政改革懇
談会の開催、公共施設の効果的活用と適
正な維持管理計画に関する調査研究の実
施

集中改革プランの進行管理、行政改革懇談会の開催、
第3次行政改革大綱の策定

目　的
（成果）

行政改革大綱及び集中改革プランに基づく推進項目の進捗を図るとともに、第3次行政改革大綱を策定し、効率的かつ継続性のある行政運営を推進する。

内　容
（概要）

集中改革プランに掲げられている項目についての各課ヒアリングを実施して結果を進行管理表にまとめる。それを行政改革推進本部の審議・決定後市民に公表する。
さらに有識者で構成する行政改革懇談会に報告し、提言及び評価を受ける。その後提言を踏まえた内容で行政改革推進本部から全庁に指示を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
H25決算において
公共施設の効果的活用と適正な
維持管理計画（ファシリティマネジ
メントの推進）に関する調査研究
に要する経費として、㈶地方自治
研究機構に負担金として4,000千
円支出した。
なお、Ｈ26より公有財産調整事業
(検査管財課 財産調整室)へ移
行。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5411
事業名 06行政改革推進事業
会　計 一般会計 款・項・目 020101一般管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102010106 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 26 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
seisaku



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
国・県からの権限移譲が多くなる中、各部間の連携強化を図り、行政
サービスの低下にならないよう努める。

人員、予算、実施期間を要する推進項目については、今後の方向性や実施手法を検討するとと
もに、行政改革に対する職員の意識改革が必要である。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

行財政改革の基本方針・行動指針としての大綱策定という姿勢を一段と
強化する必要がある。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

各課のヒアリングを実施し、目標の達成状況を確認している。集中改革プランの推進項目によっては、推
進期間や手法などの工夫が求められるものもあり、それらを踏まえれば十分に達成できる。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

集中改革プランの推進について、第1次の取り組みや実績・効果等を踏ま
え、適切で迅速な推進項目の目標達成に努める。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
行政改革は総合計画に掲げられている項目であり、限られた財源、職員を効果的に活かしてく
ためには緊急かつ重要な事業である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

集中改革プランに基づき効果的で、効率性・持続性のある行政サービス
の実現に向けて取り組む。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題

行政改革の効果的な推進を図るためには、企画・人事・財政部門の連携が必要
である。また、市長の的確な意思伝達・連携を図り機能的な行政改革ができるよう
な組織作りが必要である。集中改革プランの推進項目においては、部署によって
進捗に差があるため、全職員の共通認識が必要である。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

100 100
実績 53 47成果

指標

集中改革プランの進行管理達成度 ％
推進項目のうち年度目標を達成し、「○」と評価した項目及び「完了」した
項目の割合

目標 100

目標

実績

62 62
実績 62 62活動

指標

集中改革プランにおける推進項目 項目 行政改革推進本部が設定する推進項目
目標 62

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
0

総事業費 歳出+職員人件費 0 歳出+職員人件費 1,183,000 歳出+職員人件費 389,000
0.10 人工 805,000 職員人件費 0.00 人工人件費 職員人件費 人工 0 職員人件費

（参考） H24当初予算額 0 H25当初予算額
決算額計 0 決算額計 378,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

389,000 0
対・決 2.9 対・予 2.9378,000 伸び率(％)

計 0 計 378,000 計 389,000
金額 うち臨時分

14 使用料及び賃借料 378,000 14 使用料及び賃借料 389,000

一般財源 0 一般財源 378,000 一般財源 389,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 なし 行政情報サービスの利用 行政サービスの利用

目　的
（成果）

官庁速報により提供される行財政状況を、速報性・検索性といったインターネット技術の特徴を活かして迅速に利活用する。

内　容
（概要）

行政情報サービスの利用

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5423
事業名 09千代田庁舎一般管理事業
会　計 一般会計 款・項・目 020101一般管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102010109 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価同様。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

ユーザー数も現状を確保すれば問題ないと思われる。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

国の動向が迅速に配信され、また、情報量も多いため、市政に素早く反映できる。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

実績

3 3
実績 3活動

指標

利用可能ユーザ数 人
閲覧可能な人数。端末1台につき1ユーザと計算する。多くの幹部等に利
用してほしいが、ユーザ数が増えるに従い、利用料も増加する。

目標

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-
10,797,000

総事業費 歳出+職員人件費 22,500,155 歳出+職員人件費 20,653,030 歳出+職員人件費 11,286,000
2.50 人工 20,149,000 職員人件費 1.40 人工人件費 職員人件費 2.70 人工 21,785,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 750,000 H25当初予算額
決算額計 715,155 決算額計 504,030 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

489,000 0
対・決 -3.0 対・予 -52.31,026,000 伸び率(％)

18 備品購入費 26,355
14 使用料及び賃借料 315,000 14 使用料及び賃借料 315,000
11 需用費 223,520 11 需用費 189,030 14 使用料及び賃借料 324,000
09 旅費 7,780 09 旅費 0 11 需用費 161,000

計 715,155 計 504,030 計 489,000
金額 うち臨時分

01 報酬 142,500 01 報酬 0 09 旅費 4,000

一般財源 715,155 一般財源 504,030 一般財源 489,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

予算書の作成
補助金等審議会による補助金の見直し
財政指標の公表など財務事務の研究
財務公会計システムの利用

予算書の作成
財政指標の公表など財務事務の研究
財務公会計システムの利用

予算書の作成
財政指標の公表など財務事務の研究
財務公会計システムの利用

目　的
（成果）

安定的かつ効率的な財政運営を進める。

内　容
（概要）

財源の確保や、経費の節減など、計画的・効率的な財政運営を念頭に、予算編成、予算執行管理などの事務を執行する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5421
事業名 02財政管理事務事業
会　計 一般会計 款・項・目 020104財政管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102010402 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
今後も厳しい財政状況が続くと思われることから、スクラップ事業や縮小
事業について研究されたい。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

政策予算の査定を強化するとともに、単なる経常予算の確保のための予
算編成とならないよう工夫を凝らすこととする。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

電気料金の値上げにより多大な影響を受け、需用費削減がならず、6.1%の増加となった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

事業型予算と評価の連動により、無駄の削減を徹底する。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

事務事業の廃止を含めた見直しや民間委託の推進などにより、人件費を
含めた経常的な経費を削減する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
経常的な経費の圧迫により、新たな課題に対応するため事業の実施に向
けた財政の弾力性への影響が懸念される。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

実績

2 2
実績 2 2 2活動

指標

財政事情書の公表回数 件/年 掲示場及び広報誌に掲載
目標 2

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-
4,241,000

総事業費 歳出+職員人件費 1,194,000,564 歳出+職員人件費 1,377,370,303 歳出+職員人件費 307,802,000
0.80 人工 6,447,000 職員人件費 0.55 人工人件費 職員人件費 1.10 人工 8,875,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 4,839,000 H25当初予算額
決算額計 1,185,125,564 決算額計 1,370,923,303 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

303,561,000 0
対・決 -77.9 対・予 -44.9550,872,000 伸び率(％)

28 繰出金 70,312,242 28 繰出金 308,576 28 繰出金 437,000

計 1,185,125,564 計 1,370,923,303 計 303,561,000
金額 うち臨時分

25 積立金 1,114,813,322 25 積立金 1,370,614,727 25 積立金 303,124,000

一般財源 1,174,901,456 一般財源 853,589,919 一般財源 52,396,000

233,800,000
その他 2,589,108 その他 2,704,384 その他 4,570,000

県支出金 県支出金
市債 市債 500,000,000 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
各基金への利子の積立
繰越金の財政調整基金、減債基金への積
立

合併特例債を活用した地域振興基金への
積立
各基金への利子の積立
繰越金の財政調整基金、減債基金への積
立

合併特例債を活用した地域振興基金への積立
各基金への利子の積立
繰越金の財政調整基金、減債基金への積立

目　的
（成果）

基金の適正管理と活用を図る。

内　容
（概要）

利子の積立、基金の造成及び積み増しを行うとともに設置目的に応じた活用を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
予算額には、剰余金を計上してい
ない。

財源内訳

国庫支出金 7,635,000 国庫支出金 14,629,000 国庫支出金 12,795,000
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5421
事業名 10基金運用事業
会　計 一般会計 款・項・目 020106財産管理費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0102010610 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価同様。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

将来負担を低減させるために元金・利子ともに基金の積み立てを増加さ
せていく必要がある。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

運用を重視すべき基金については多様な運用方法の中から安全かつ有
利な方法を検討し、実施していく必要がある。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

基金の目的に沿って、一定年度ごとの償還を踏まえて運用を実施する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
低金利が続いており、単に安全資産としての預金のみでは十分な財源を
確保できない。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

800 1,000
実績 721 939成果

指標

地域振興基金の果実運用による地域振
興事業への予算配分

千円
安全かつ、より有利な運用により果実を確保し、地域振興を目的とした事
業の財源とする。

目標 1,200

目標

実績

1億円 1億円
実績 2億8千9百万 7億6千1百万活動

指標

財政調整基金への積立 百万円
歳入歳出決算の剰余金を、翌年度以降の健全な財政運営に向けて積立
を行う

目標 1億円

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
2,776,000

総事業費 歳出+職員人件費 1,542,088,856 歳出+職員人件費 1,505,224,356 歳出+職員人件費 1,523,253,000
0.50 人工 4,029,000 職員人件費 0.36 人工人件費 職員人件費 0.50 人工 4,034,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 1,537,678,000 H25当初予算額
決算額計 1,538,054,856 決算額計 1,501,195,356 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

1,520,477,000 0
対・決 1.3 対・予 2.91,476,983,000 伸び率(％)

計 1,538,054,856 計 1,501,195,356 計 1,520,477,000
金額 うち臨時分

23 償還金利子及び割引料 1,538,054,856 23 償還金利子及び割引料 1,501,195,356 23 償還金利子及び割引料 1,520,477,000

一般財源 1,498,717,856 一般財源 1,452,846,356 一般財源 1,466,735,000
その他 その他 その他

39,337,000 県支出金 48,349,000 県支出金 53,742,000
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

H22年度までに借り入れた市債で、据置期
間を経過した償還元金
市道2644号線整備事業償還金に合併市
町村幹線緊急整備補助金を充当

H23年度までに借り入れた市債で、据置期
間を経過した償還元金
市道2644号線整備事業償還金に合併市
町村幹線緊急整備補助金を充当

H24年度までに借り入れた市債で、据置期間を経過した
償還元金
市道2644号線整備事業償還金に合併市町村幹線緊急
整備補助金を充当

目　的
（成果）

中長期的な財政見通しを踏まえ、適正規模や平準化に留意した借入に基づき市債元金の償還を行う

内　容
（概要）

市債の元金償還を行う

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5421
事業名 01市債償還事業（元金）
会　計 一般会計 款・項・目 120101元金 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0112010101 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価同様。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

減債基金への積み立てを強化し、償還財源の確保強化に努める。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

実績

1,135,400 1,168,810
実績 954,500 1,182,100活動

指標

市債借入額 千円
臨時財政対策債及び地域振興基金積立目的分を除いた借入額が元金
償還額を下回るようにする。（目標値＝元金償還予算額　実績値＝市債

目標 707,678

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



-
2,776,000

総事業費 歳出+職員人件費 291,792,442 歳出+職員人件費 273,917,524 歳出+職員人件費 269,539,000
0.50 人工 4,029,000 職員人件費 0.36 人工人件費 職員人件費 0.50 人工 4,034,000 職員人件費

（参考） H24当初予算額 302,271,000 H25当初予算額
決算額計 287,758,442 決算額計 269,888,524 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

266,763,000 0
対・決 -1.2 対・予 -4.5279,228,000 伸び率(％)

計 287,758,442 計 269,888,524 計 266,763,000
金額 うち臨時分

23 償還金利子及び割引料 287,758,442 23 償還金利子及び割引料 269,888,524 23 償還金利子及び割引料 266,763,000

一般財源 287,758,442 一般財源 269,888,524 一般財源 266,763,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
H23年度までに借り入れた市債の償還利
子

H24年度までに借りた市債の償還利子 H25年度までに借りた市債の償還利子

目　的
（成果）

より低利な借入により、支払利子の縮減に努める

内　容
（概要）

市債の利子償還を行う

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5421
事業名 01市債償還事業（利子）
会　計 一般会計 款・項・目 120102利子 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0112010201 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価同様

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

減債基金への積み立てを強化し、償還財源の確保に努める。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

国の動向が迅速に配信され、また、情報量も多いため、市政に素早く反映できる。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

実績

実績活動
指標

目標

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+
2,005,000

総事業費 歳出+職員人件費 0 歳出+職員人件費 4,864,727 歳出+職員人件費 2,870,000
0.50 人工 4,029,000 職員人件費 0.26 人工人件費 職員人件費 0.00 人工 0 職員人件費

（参考） H24当初予算額 0 H25当初予算額
決算額計 0 決算額計 835,727 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

865,000 0
対・決 3.5 対・予 3.5836,000 伸び率(％)

計 0 計 835,727 計 865,000
金額 うち臨時分

12 役務費 835,727 12 役務費 865,000

一般財源 0 一般財源 835,727 一般財源 865,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 なし
H24年度住民参加型市場公募債の共同発
行に伴う手数料

H25年度住民参加型市場公募債の共同発行に伴う手
数料

目　的
（成果）

地方財政法第5条の7の規定に基づき、連帯債務方式をとって発行する共同発行市場公募地方債の手数料を支払う

内　容
（概要）

住民参加型市場公募債の共同発行に伴う手数料

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5421
事業名 01市債償還事業（手数料）
会　計 一般会計 款・項・目 120103公債諸費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0112010301 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価同様。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

今後も一定額を市場公募債で調達することにより、減債基金への積み立
てを習慣化させる。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

実績

1億円 3億円
実績 3億円 3億円活動

指標

当市における住民参加型市場公募債の
発行額

億円
目標 3億円

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



1,696,000
総事業費 歳出+職員人件費 2,420,000 歳出+職員人件費 2,417,000 歳出+職員人件費 31,696,000

0.30 人工 2,417,000 職員人件費 0.22 人工人件費 職員人件費 0.30 人工 2,420,000 職員人件費
（参考） H24当初予算額 30,000,000 H25当初予算額

決算額計 0 決算額計 0 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

30,000,000 0
対・決 皆増 対・予 030,000,000 伸び率(％)

計 0 計 0 計 30,000,000
金額 うち臨時分

29 予備費 0 29 予備費 0 29 予備費 30,000,000

一般財源 0 一般財源 0 一般財源 30,000,000
その他 その他 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 突発的な歳出予算の不足に備える 突発的な歳出予算の不足に備える 突発的な歳出予算の不足に備える

目　的
（成果）

予見できない緊急の事案に備え、歳出予算の不足を補うために確保する

内　容
（概要）

突発的な歳出予算の不足に備える

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード 5421
事業名 01予備費事業
会　計 一般会計 款・項・目 130101予備費 新規／継続

（事業区分１）
継続

※事務事業コード／ 0113010101 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 市長公室 課 政策秘書課 事業年度期限 無 有

n-inomata
keijou



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
一次評価同様。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 高田忠 担当部名 市長公室
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

同額の予備費を確保して対応していく。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 横田　茂 担当課名 政策秘書課

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

実績

実績成果
指標

目標

目標

実績

実績活動
指標

目標

目標

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

B:概ね目標の成果が得られた

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額




